
平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

221 医療福祉連携事業費
保健医療福祉連
携課

237 180 180 0 0 0 180

保健、医療、福祉の連携を強化し、市
民生活を支える仕組みを関係機関と
とともに構築するため、有識者による
検討委員会を開催するための経費。

222
病院群輪番制事業費
補助金

保健医療福祉連
携課

8,809 8,809 8,667 0 0 0 8,667
日赤・市立・中央・生協の各病院の休
日診療体制の確保に対する補助。

223
夜間休日急患診療所
運営委託費等

保健医療福祉連
携課

38,595 39,395 38,690 0 0 0 38,690
東部医師会付属急患診療所で行う夜
間・休日急患診療の運営に要する経
費。

224
休日急患歯科診療所
運営費負担金

保健医療福祉連
携課

1 383 1 423 1 422 0 0 0 1 422

休日の歯科急患対応のため開設され
ている、休日歯科診療所の運営負担
金。
（平成19年度より鳥取県東部歯科医224

運営費負担金 携課
1,383 1,423 1,422 0 0 0 1,422 （平成19年度より鳥取県東部歯科医

師会から東部広域へ事務移管が行わ
れ、委託料総額の按分により東部1市
4町で負担。）

225
市民健康手帳導入事
業費

保健医療福祉連
携課

4,559 3,490 3,490 166 0 0 3,324
市民の健康増進・維持のため市民健
康手帳を作成する経費。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

226
看護職員実習指導者
養成支援事業費

保健医療福祉連
携課

4,500 7,200 7,200 0 0 0 7,200

看護養成所誘致に係り必要となる、実
習指導看護師の人員確保のため、実
習派遣を行う病院事業者に対し、所定
費用の一部を助成する事業。

227 ○ 健康診査費
保健医療福祉連
携課

393,441 422,838 413,877 23,112 0 43,023 347,742

健康増進法に基づき健康診査、肝炎
検査、各種がん検診を集団、個別で
実施。検診後受診勧奨等の指導実
施。平成26年度より胃がん、肺がん無
料のクーポン券を実施する。

【査定の考え方】
事務費、検診の実施見込数の精査に
よる事業費の査定。

228
骨粗しょう症予防対
策事業費

保健医療福祉連
携課

2,363 2,574 2,535 304 0 313 1,918
25歳以上の女性を対象に骨量を測定
し、食生活改善の指導事業を実施。

229 脳ドック検診事業費
保健医療福祉連
携課

794 761 556 0 0 0 556

40歳～70歳までの5歳ごとのふしめ年
齢の者を対象に脳ドックを実施。

【査定の考え方】
過去実績をもとに事業費を精査。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

230
市立病院事業会計へ
繰出

保健医療福祉連
携課

1,339,275 1,353,825 1,347,852 2,276 0 0 1,345,576 市立病院事業に対する繰出金。

231 児童扶養手当費 児童家庭課 874,555 879,214 879,134 292,860 0 1 586,273
ひとり親家庭に対する児童扶養手当
の支給に係る経費。

232
子育て支援短期利用
事業費

児童家庭課 3,398 2,819 2,819 1,335 0 147 1,337
保護者の子育て負担の軽減のために
行う子どもの一時預かりに係る経費。

233 ○
情緒障害児短期治療
施設整備費補助金

児童家庭課 0 29,849 29,849 0 0 0 29,849
鳥取こども学園希望館の建替工事に
対する助成。（県補助額の1/2を助成）

234 児童手当費 児童家庭課 3,063,923 3,171,072 3,103,607 2,620,228 0 0 483,379

子どもを養育している人に対する子ど
もための手当の支給に係る経費。

3歳以上児　10千円/月
3歳未満児　15千円/月

235 ○
子育て世帯臨時特例
給付金支給事業費

児童家庭課 0 226,043 226,043 226,043 0 0 0

消費税の引き上げに対し、子育て世
帯への影響を緩和するため、児童手
当の受給者に対し給付を行う経費。

・対象児童１人あたり1万円



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

236
母子家庭自立支援給
付金事業費

児童家庭課 22,980 9,278 9,278 6,958 0 0 2,320

母子家庭における母親の就職に有利
となる資格の取得に要する経費の補
助。
（国１／２、県１／４、市１／４）

237 ○
中国・四国地区母子
寡婦福祉研修大会補
助金

児童家庭課 0 100 100 0 0 0 100
大会開催経費に対する助成
（9月開催）

238 市立保育園運営費 児童家庭課 999,219 745,641 740,093 68,569 0 35,367 636,157 市立保育園(26園)の管理運営費。

239
市立保育園特別保育
事業費

児童家庭課 89,983 86,515 86,515 11,184 0 7,412 67,919
延長保育や休日保育などの特別保育
事業に要する経費。

指定管理制度で管理している大正・白
兎保育園の運営委託費

240
市立保育園運営委託
費

児童家庭課 274,270 274,757 260,921 7,087 0 35,737 218,097

兎保育園の運営委託費。
（２６年度の指定管理保育園は１増
（白兎保育園）、１減（久松保育園）。
なお、久松保育園は民間譲渡により
私立保育園へ移行）



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

241 私立保育園運営費 児童家庭課 2,372,722 2,803,695 2,675,270 1,381,993 0 543,961 749,316

私立保育園(21園)の管理運営費。
（２６年度より久松保育園、津ノ井保育
園が民営化により私立保育園が２園
追加。また、認定こども園として鳥取
第二幼稚園、いなば幼稚園が加わっ
た。）

【査定の考え方】
受入児童数見込数の精査によるもの。

242
保育士等処遇改善臨
時特例事業費

児童家庭課 0 60,447 60,447 60,447 0 0 0
私立保育園が行う保育士等職員の給
与改善に要する経費に対して支援す
るもの。

243
私立保育園運営費助
成費

児童家庭課 46,565 52,475 52,475 0 0 0 52,475
私立保育園を運営する社会福祉法人
に対する運営費補助。

244
低年齢児受入保育所
保育士特別配置事業
費補助金

児童家庭課 44,907 75,067 71,845 35,901 0 0 35,944

１歳児と３歳児との保育環境の充実を
図るため、１人の保育士が保育する児
童数を国配置基準より厳しい県配置
基準(１歳児歳児・４．５人、３歳児歳
児．１５人以下）になるよう保育士を加
重配置をした場合に、その配置差人
に係る費用の一部を助成
（県１／２、市１／２）

【査定の考え方】
　見込数の精査によるもの。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

245 各保育園特定補修費 児童家庭課 24,313 44,084 20,189 0 0 0 20,189

保育園施設の適正管理のために実施
する営繕経費。

【査定の考え方】
修繕経費の一部を肉付け予算（６月補
正）で検討。

246
保育園耐震改修等事
業費

児童家庭課 100,010 1,259,126 706,851 0 690,700 0 16,151

早期に耐震補強が必要と判断され
た、保育園の耐震改修事業。
２６年度は建設事業を４園、設計を１
園実施予定。（建設：白兎、富桑、賀
露、美和　設計等：美保）

①白兎保育園外構工事　44,569千円
②美和保育園改築工事　217,661千円
③富桑保育園改築工事　444,621千円

【査定の考え方】
賀露保育園改築工事と美保保育園改
築工事については肉付け予算（６月補
正）で検討。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）
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No 新規 事　業　名

部長
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当初額

要求額
左記の財源内訳

247
病児・病後児保育事
業費

児童家庭課 37,398 45,480 41,302 20,888 0 517 19,897

病気回復期で集団保育が出来ない児
童の預かりに係る経費。
なお、２５年度よりNPO法人KIRARIが
非施設型病後児保育事業を当事業を
活用して実施。また、病児保育施設増
室改修工事(キッズルーム「こぐま」)へ
の助成を行う。（県1/3、市1/3）

【査定の考え方】
　見込数の精査によるもの。また、病
児保育施設増室改修工事への助成に
ついては、肉付け予算（６月補正）で
検討。

248
まちなか保育支援モ
デル事業費

児童家庭課 2,924 2,924 2,924 0 0 0 2,924

待機児童対策及び中心市街地のにぎ
わい創出を図るため、民間団体が行
う、まちなか保育モデル事業に係る経
費を支援する。

249
母子生活支援施設運
営費

児童家庭課 73,808 74,610 74,610 30,111 0 22,867 21,632
鳥取市母子生活支援施設「つくし」の
運営費。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額
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要求額
左記の財源内訳

250
私立幼稚園就園奨励
費補助金

児童家庭課 93,624 105,477 92,068 19,121 0 0 72,947

私立幼稚園への就園を促進するため
の入園料等に対する一部補助。
なお、２５年度から従前対象外であっ
た２歳児についても単市にて就園助
成を追加して実施。

【査定の考え方】
制度の変更は、２７年度に子ども子育
て新支援制度の改正を踏まえたうえ
で見直し、実施することとし、来年度は
現行制度の見込額で査定。

251
私立幼稚園運営費補
助金

児童家庭課 61,902 63,702 61,902 0 0 0 61,902 私立幼稚園(12園)の運営費補助。

私立幼稚園第３子保
252

私立幼稚園第３子保
育料軽減子育て支援
事業費補助金

児童家庭課 8,985 8,882 8,882 0 0 0 8,882
私立幼稚園に在園する同一世帯の第
3子以降に係る保育料に対する補助。

253
公衆浴場確保対策補
助金

中央保健センター 2,172 2,172 2,172 1,000 0 0 1,172
公衆浴場4ヶ所に対する運営費補助
金。（県１／２、市１／２）

254
健康教育・健康相談・
訪問指導事業費

中央保健センター 8,920 9,068 8,930 752 0 0 8,178
健康増進法に基づき、健康教育、健
康相談、訪問指導を実施。

255 健康ひろば事業費 中央保健センター 1,250 1,250 1,250 0 0 0 1,250
健康づくりシンポジウム・講演会など
健康づくりイベントを開催。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

256 食生活改善事業費 中央保健センター 3,680 3,668 3,668 0 0 0 3,668
食生活改善推進員による地域での食
育活動に対する委託費等。

257 成人栄養改善事業費 中央保健センター 560 560 560 0 0 0 560
生活習慣病発症予防、重症化予防の
ため、栄養相談、糖尿病食生活教室
を開催。

258 母子栄養改善事業費 中央保健センター 1,029 1,030 1,004 0 0 0 1,004
乳幼児期からの健康的な食習慣の定
着のため、離乳食講習会、食育教室
等を開催。

259
在宅高齢者歯科対策
事業費

中央保健センター 2,691 2,440 2,440 488 0 0 1,952

65歳以上で通院困難な在宅高齢者を
及び通所サービスを利用している高
齢者に歯科医師が訪問し口腔衛生指
導を実施。

260
ふしめ歯科検診事業
費

中央保健センター 408 406 406 243 0 0 163
40、50、60、70歳に達する者の10歳ご
とのふしめ年齢の歯科検診を実施。

261
地域自殺対策緊急強
化事業費

中央保健センター 554 151 151 0 0 0 151
本市の自殺対策を推進するための経
費。（人材育成、啓発事業等）

262
母子保健訪問指導事
業費

中央保健センター 6,155 6,088 6,088 3,920 0 0 2,168

生後4か月までの乳児のいる全ての
家庭を訪問し、子育ての相談に応じた
り、情報交換を行う。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

263 妊婦健康診査費 中央保健センター 145,697 143,916 143,512 50 0 0 143,462

妊婦健診に要する費用を1人14回まで
軽減するための経費。多胎妊婦健康
診査、Ｂ群溶血性レンサ球菌検査、
HTLV-1検査に要する経費。

264 乳児健康診査費 中央保健センター 17,931 17,931 17,931 0 0 0 17,931

3～4か月児、9～10か月児の疾病及
び心身の発達の遅れ等を早期に発見
し、適切な指導を行うための健康診査
に要する経費。

265 ６か月児健康診査費 中央保健センター 2,764 2,989 2,971 0 0 0 2,971
6か月児の疾病及び心身の発達の遅
れ等を早期に発見し、適切な指導を行
うための健康診査に要する経費。

1歳6か月児の疾病及び心身の発達の
遅れ等を早期に発見し 適切な指導を

266
１歳６か月児健康診
査費

中央保健センター 4,462 5,318 4,531 0 0 0 4,531

遅れ等を早期に発見し、適切な指導を
行うための健康診査に要する経費。

【査定の考え方】
検診問診項目の追加に伴う健康管理
システム改修については、大規模なシ
ステム改修時に併せ実施するものと
する。

267 ３歳児健康診査費 中央保健センター 6,688 7,070 6,997 0 0 0 6,997
3歳児の疾病及び心身の発達の遅れ
等を早期に発見し、適切な指導を行う
ための健康診査に要する経費。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

268
育児等健康支援事業
費

中央保健センター 1,520 1,508 1,348 0 0 0 1,348

母子の健康づくりや育児に対する教
育、相談等に要する経費。発達の遅
れがある子供やその保護者、育児不
安を持つ母親等に対して相談支援を
行うための経費。

269
６歳臼歯保護推進事
業費

中央保健センター 1,277 1,275 1,275 0 0 0 1,275

６歳臼歯が生え始める５歳児とその保
護者を対象に、市内の幼稚園、保育
所に歯科医師を派遣して、６歳臼歯を
保護するための保健指導を実施。

270
２歳児歯科健診事業
費

中央保健センター 1,392 1,411 1,392 0 0 12 1,380

乳歯がほぼ生えそろい、虫歯になりや
すい時期の2歳児に対して、歯科検
診・歯科保健指導を行い、口腔の健康
保持を推進するための経費。

271
２歳児フッ素塗布事
業費

中央保健センター 516 516 516 0 0 0 516

エナメル質が未熟で虫歯になりやすい
2歳児に対して、虫歯予防処置として
フッ素を継続的、定期的に塗布し、保
健指導を実施するための経費。

272 発達相談指導事業費 中央保健センター 624 708 687 0 0 0 687

乳幼児健診後に発達支援の必要な子
どもに対し、保護者が気軽に相談でき
る専門的な相談・支援事業を実施。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

273
特定不妊治療助成事
業費補助金

中央保健センター 10,000 12,954 10,991 0 0 0 10,991

鳥取県特定不妊治療費助成金事業
の対象者に対して市独自に上乗せ補
助を行い、治療費の負担軽減を図る
ための経費。

【査定の考え方】
過去実績をもとに事業費を精査。

274
一般不妊治療助成事
業費補助金

中央保健センター 540 601 536 0 0 0 536

鳥取県人工授精助成金事業の対象
者に対して市独自に上乗せ補助を行
い、治療費の負担軽減を図るための
経費。
○1年度に4万円を上限として2割を助
成。県5割、市2割の助成を合わせて
実質的な自己負担を3割とする。
○最大2年度まで

【査定の考え方】
過去実績をもとに事業費を精査過去実績をもとに事業費を精査。

275 Ａ類疾病予防接種費 中央保健センター 270,121 449,864 448,881 0 0 0 448,881

ポリオ、ＢＣＧ、ジフテリア、百日咳、破
傷風、麻しん風しん、日本脳炎、ヒブ、
子宮頸がん、小児用肺炎球菌の各種
予防接種を実施。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）

国・県 地方債 その他 一般財源
No 新規 事　業　名

部長
査定額

事業概要所属名
前年
当初額

要求額
左記の財源内訳

276 ○ Ｂ類疾病予防接種費 中央保健センター 102,334 119,258 114,696 0 0 0 114,696

65歳以上の高齢者、60歳以上の心
臓・腎臓、呼吸器等に障がいを有する
方、重度心身障害者、就学前の乳幼
児を対象に、インフルエンザの予防接
種を実施。

①生活保護世帯：自己負担なし
②市民税非課税世帯：300円
③市民税課税世帯：自己負担1，300
円
④6カ月以上の未就学児：2,300円（1
回）助成

【査定の考え方】
　見込数の精査によるもの。

277
風しん予防接種費助

中央保健センター 0 7 800 7 449 3 120 0 0 4 329

風しん抗体検査の結果、抗体が低
かった者に対してワクチン接種費用の
一部を助成。

277
成事業費

中央保健センター 0 7,800 7,449 3,120 0 0 4,329

【査定の考え方】
　実績をもとに事業費を精査。

278 親子通所療育事業費
こども発達・家庭
支援センター

298 298 298 0 0 0 298

発達障がい等の診断未確定な時期の
年齢の幼児を対象に、親子あそびの
場（ラッコ教室）を提供し、その際に接
し方等の相談支援をおこなう事業。

279 養育支援訪問事業費
こども発達・家庭
支援センター

4,852 4,580 4,580 2,175 0 0 2,405
育児困難な状態にある家庭に対し、
養育者及び児童への相談・支援をお
こなうための経費。



平成２６年度当初予算の主な事業（一般会計） （単位：千円）
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280
親と子のすこやか推
進事業費

こども発達・家庭
支援センター

171 171 171 0 0 0 171

①虐待まではいかないものの、強い
育児不安や育児困難感を持つ家庭や
虐待等の疑いがある家庭等への相
談・指導をおこなう事業。
②育児不安を抱える保護者同士を集
め実施するグループカウンセリング事
業


